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Ⅰ　は じ め に
　「市場」主義化が進む近年，奇妙なことに，「組
織」はますます重要な制度となりつつある。その
背景には以下のような要因がある。
①「魅力のある業界」を分析的に選択して参 
入し，そこで自社にフィットしたポジションを
選択するという旧来の経営戦略ツールがハ 
イパー・コンペティションと呼ばれる経営環境
下で有効に働かなくなった。事業単位の収益性
を業界の選択によって説明できる割合は，わず
か 8.3％でしかないという統計的結果が示され
た（Rumelt, 1991）。企業の競争力の源泉を考え
るときは，競争力の結果としての製品ベー 
ス（product-based）よりもそれを作り出すプロ
セスに注目して，自社の組織内部にある模倣困
難な資源をベースに（resource-based）戦略を練
り直し，それを業績に結びつけるための組織整
備をすることが重要であることが知られるよう
になった（Wernerfelt, 1984 ; Praharad and Hamel, 
1990 ; Barney, 1991 ; Collis and Montgomery, 1998 ＝
2004）。
② ハイパー・コンペティション環境は，資源
を豊富に所有しているグローバル企業にとって
も，その競争優位の源泉となる資源を持続的に
維持することは難しくなってきた。そのため自
社の組織内部にある資源を，現状のシェアや利
益率だけではなく未来の競争（Competition for 
the future）のために常にグレードアップする必
要がでてきた。資源を持っているだけではもは
や不十分であり，環境が絶えず不連続的に変化
することと，その変化に対応するマネジメント
が資源を競争優位の源泉にし続けるために調整
すること，つまりダイナミック・ケイパビリ
ティを組織は必要とするようになった（Teece, 
Pisano and Shuen, 1997 ; Teece, 2000 ; Lawson and 
Samson, 2001）。
③ したがって，競争優位の源泉として，かつて
のブリック＆モルタル組織における規模の経済
や資産の保有量よりもイノベーションおよび知
識を創造する組織能力（organizational capability）
が重要になってきた。つまり，ナレッジ・マネ
ジメントの言う「最近のパターンでは，知識や
技術的熟練や経験を動員して新たな製品や製造
方法やサービスを創造することができる組織が
ますます有利になりつつある」（Tidd, Bessant 
and Pavitt, 2001 ＝ 2004, 4頁）という傾向がでてき
たのである。
　以上のような実践的な重要性が増すにつれて，
組織は経営戦略論研究のテーマとしても中心的な
課題になった。本稿では，官僚制組織モデルを焦
点において，その経営戦略論的な可能性を「ルー
ティンの束」という（われわれはこれが不器用な用
語であることは承知の上で用いようと思う）観点を
軸にして検討する1。具体的には，コア・ケイパ
ビリティとコア・リジディティ，プログラム化さ
れたルーティン活動，学習，イノベーションなど
の論点から，官僚制の可能性を考察する。
　官僚制という組織モデルは，最近のナレッジ・
マネジメントや組織デザイン論ないしイノベー
ション研究からみれば古典的な階層制度論であっ
て，規模の経済や大量生産の象徴であり，「恐竜」
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のように絶滅しつつある組織構造である，という
通説はわれわれも当然承知している。なぜ，今，
官僚制モデルを検討しなければならないのか。以
下，われわれの論点と問題意識を述べる。次に官
僚制モデルと実際の経営戦略作成プロセスの関係
をミンツバーグのプランニング論から論じ，チー
ム制や GMの新車開発と組織の問題等をみて，
最後にルーティンとしての組織論をまとめる。な
お本稿は，筆者の官僚制研究の序論に相当する。
そのため問題の実証的検証というよりも問題の提
起に主眼を置いた論考になっている。
Ⅱ　官僚制モデルの再検討
　工業化時代の組織デザイン論において，官僚制
は輝かしいスターだった。このスターの誕生の背
景には，資本主義経済の発展，広がる市場，消費
者の管理，膨大な日常業務の処理といった 20世
紀の大衆社会状況があった。一転して今日では
「脱官僚制化」が組織デザイン論の合い言葉に
なった。官僚制はブリック＆モルタルと油まみれ
の大型機械，それに単純作業の大部屋オフィスの
象徴であり，非効率性の代名詞となった。官僚制
は，組織のフラット化（IT導入による「中抜き」
改革）や産業構造のデジタル化・モジュール化
（垂直統合から水平ネットワークへ），あるいは市場
ニーズの多様化への対応としてのイノベーティブ
な組織への様々な変革という現状の中で，いかに
も絶滅した恐竜のように扱われるようになった。
ハーバード・ビジネススクールのカンターが言っ
た「巨像はダンスを踊れない」という比喩は，環
境変化についていけない官僚制組織への死刑宣告
であった。さらに，近代は「神の死」（ニーチェ）
と「官僚制の普遍化」（ウェーバー）によって始ま
り，「官僚制の死」をもって「脱近代」にシフト
する，そういう「ポスト・モダーン」派のパラダ
イムの影響力も大きいだろう。
　しかし理論はともあれ，現実の多くの組織はか
つてのスターとともに仕事をしている。今日でも，
たとえば大学組織を考えると，学生の履修登録か
ら始まり教育の管理に関する数千から数万人規模
のルーティン業務（および個別に発生した問題のた
めに解決を模索して各部門を情報と人が飛び回る問
題解決業務）は官僚制メカニズムなしにはとうて
い不可能である。病院組織，製造業企業，銀行，
保険会社もある程度の規模をこえると，日々の業
務が官僚制なしに一日でも継続できる企業は存在
しない。非効率性（逆機能）の代名詞となった
霞ヶ関のいわゆる官僚制についても，元来はトッ
プ（政治家）の無能力という組織にとっての最大
のリスクを補塡するという官僚制の機能がある。
担当大臣が常に業務の専門家で，最先端の知識と
高い教養と社会厚生に関する見識を備えた人物で
あるという保証はどこにもない。トップの指示が
間違っていることが官僚制にとっての最大のリス
クなのである。官僚制は「手段」としてデザイン
されたものの，このリスクを削減するために自ら
判断し，組織目的を選択し，ついには自己の保存
それ自体を「目的」とするような逆転現象がおこ
る。その逆機能の根本には，組織のリスクを削減
するという官僚制モデルの特徴がある。
　本稿の意図は，官僚制という昔日のスターが今
日でも頑張っていることを示そうというのではな
い。本稿の論点はこうである。われわれはニー
チェの言った「神」は死ななかったことを知って
いる世代である。そして「官僚制」はイノベー
ションを部分的に含みながら「脱近代」，「脱工業
社会」を支える重要な要素になることの目撃者に
なる世代であろう。通説に反してこういう問題意
識を持った理由は大きく 2つある。
　実務的理由：日本社会は 20世紀の近代化（工
業化・規模の経済）を速やかに成功させた。その
基盤には技術革新の能力や国民の教育水準などさ
まざまな要素があった。組織能力も，個人レベル
の能力とは異なる不可欠の要素であり，日本の近
代化を支えた組織能力は官僚制モデルを基盤にし
たものだった。日本の近代官僚制は官だけでなく
民の分野でも独自の発達をとげた。そのルーツは
前近代の家産官僚制にあった。この経路依存と規
模の経済の論理は整合性をもったが，家産官僚制
が大量生産に完全にシフトしたわけではなく，た
くさんのイノベーションが組織に加えられて，規
模の経済を支える官僚制企業モデルに発達した。
近代化のための官僚制企業モデルが，そのまま脱
近代化のための情報経済の組織モデルとして通用
するわけではないにせよ，21世紀の日本企業が
これほど発展した高度な官僚制モデルなしに，効
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率的な業務を達成することは想像できない。21
世紀の日本の産業的な競争力は，一般に説かれる
ように官僚制を絶滅させることではなく，むしろ
官僚制を効率化することにかかっている。
　理論的理由：後論するように，官僚制モデルと
対極にある組織理論をみても，厳密には官僚制が
死滅するとは述べていない。イノベーションが起
こるのは官僚制の内部ではない場合が多いし，顧
客のニーズが変化することを敏感にキャッチして
それに対応するのも官僚制のコア能力からははず
れる。しかし，イノベーションを起こす組織が官
僚制を必要とする場合があることも理論的には言
われている（Utterback, 1994 ＝ 1998）。また官僚制
でなければできないイノベーションもある，つま
りアドラーらのいう「イネーブリングな官僚制」
（Adler and Borys, 1996）である。以下，まず組織
研究の中で官僚制モデルがどのような位置にある
かをみよう。
1　官僚制モデルのレビュー
　組織研究の方法論的基礎をつくったのはマック
ス・ウェーバーとハーバート・サイモンである。
ウェストニーによれば，彼の官僚制理論は現代の
3つの組織論の潮流――戦略的組織設計論，社会
構成主義組織論，ポリティカル組織論――すべて
の源泉となっている（ウェストニー，2005, 517頁）。
しかしウェーバーは組織をオープン・システムと
してとらえたわけではなく（Scott, 1998），その技
術的卓越性を分析し，客観的にモデル化すること
に関心があった。ある意味でウェーバーの正統的
継承者となったサイモンは，チェスター・バー
ナードの組織論をふまえながら，ウェーバーの階
層組織モデルを情報処理メカニズムとして分析し
た。バーナードの選択力の限界説は，サイモンの
組織論では制限合理性（bounded rationality）の定
理として再構築された。サイモンは組織を，認識
論的な文脈からとらえている。つまり組織を，個
人の制限合理性の補完システムとして理解するの
である（Barnard, 1938 ＝ 1983 ; Simon, 1997 ＝ 1993）。
　本稿で用いる「官僚制組織」という概念は，既
に組織理論の共通認識となっているウェーバーの
「支配の社会学」における定義2，ならびにチャ
ンドラーの「官僚的企業（bureaucratic enterprises）」
概念3，サイモンの制限合理性定理の上に構築さ
れた組織階層概念にネルソンとウィンター（1982
＝ 2007）の「ルーティン」論を統合して，これを
定義する。これについては本稿の最後で詳細に述
べる。一応の定義として，ここでは本稿と同じよ
うな問題関心から官僚制を論じたソレンセンの定
義を示しておこう。
　「組織の官僚制化とは，企業内における役割
の分化と専門化の進展，コーディネーションと
管理されるべき専門的な役割群の発生，標準的
作業手順を適応することで活動をルーティン化
すること，組織ヒエラルキー内部で個人のキャ
リアが発展すること，などの多数のプロセスか
らなるものととらえる。」（Sorensen, 2007, pp. 
389-390）
　さて，近年，経営戦略および組織理論の文献・
実務において官僚制ほどネガティブな言葉は他に
ない。戦略論のよく知られた事例では，IBMを
立てなおすときにガースナーは，同社の中にある
官僚制的なものとの戦いに途方もないエネルギー
を費やさねばならなかった。また，ウェルチも
GEの組織改革を実行する際に同社に染みついた
官僚主義を忌み嫌い「ワークアウト」を実行した。
1980年代のエクセレント・カンパニー論（分析症
候群に替わる企業文化論）も，1990年代の組織改
革の時代を牽引したリエンジニアリング論（BPR : 
Business Process Reengineering）も，企業内の官僚
制的なプロセスや慣習や考え方を打ち破ることを
眼目とした。新制度学派の取引コスト論も，組織
内の取引コスト（コーディネーション・コストとイ
ンセンティブ・コスト）を高める要因の 1つは官
僚制的な要素にあると主張した。1990年代，多
くの経営者は ITを導入すれば，組織の不要な中
間管理層が「中抜き」されて組織効率が高まると
信じた。そして，その結果はどうなったかは周知
の通りである。その後も「官僚制との戦争」
（Heckscher and Donnellon, 1994, p. 112）は続いてき
た。要するに，コンサルタントや経営者や研究者
の予想以上に，官僚制はしぶとかったのである。
その不可解なしぶとさについて，取引コスト論者
はどう言っているだろうか。「企業と市場に関す
る研究は，より適切な官僚制の理論が是非とも必
要なのである」（Williamson, 1986 ＝ 1989, 181頁）と
いう大家の言葉は，官僚制のしぶとさと容易に説
明できない内部コスト要因の複雑性が存在するこ
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とを示すものであろう。官僚制という制度・メカ
ニズムは，その固有の合理性ゆえに，「強い企業
文化」や「業務プロセスの解体」や「電子メール
によるフラット化」などに簡単に代替されるよう
なものではなかったと言える。
　実際，リエンジニアリング運動の提唱者さえ次
のような留保をつけている。「熱心に官僚化を退
治しようとする会社は，杖を逆さまに持っている
ようなものである。官僚制そのものが問題なので
はない。それどころか官僚制は，これまで 200年
の間，問題を解決するための制度であった。自分
の会社の官僚制がいやなら，やめてしまえばよい。
ただし混乱を招くだけであろう。官僚制は，伝統
的な会社をまとめる接着剤なのである」（Hammer 
and Champy, 1993 ＝ 2002, 85頁）。リエンジニアリ
ング論が 1990年代のダウンサイジングと大量解
雇にあたえた影響の大きさを想起すると，この文
章には複雑な思いを禁じ得ない。以上，官僚制は
構造的なしぶとさがあること，言い換えれば何ら
かの組織合理性を持つことが認識されていること
が明らかになった。
　さて今日，経営官僚制を論ずるとき，避けて通
れない問題がもう 1つある。文化的説明による日
本型経営論である。リエンジニアリングでも IT
の導入でも「わが社」がいっこうに官僚制体質を
改めることがなかった理由は，日本文化（民族
性・集団主義・家族共同体としての企業観）にある
という通説である。実際，企業セミナーや研修会
などでも「わが社は藩（運命共同体，ムラ共同体）
ですから」と言う企業人は多い。このよく知られ
た通説をここで考察しよう。
　「かつては外部労働市場があまり存在しな
かったため，ほとんどの人は自らが外部労働市
場でどれほどの『市場価値』を持つかを知らな
かった。人々は組織の一員であり，かつそのな
かにずっととどまる傾向があった。彼らにとっ
て競争企業からの転職の勧誘は，ライバル企業
が彼らをおびき出そうとしているのに等しいよ
うな不適切な行動ととられていたようだ。けれ
どもしだいに人々は，彼らの同僚たちと同様に
『競技に身を投じる』ようになり，自らが労働
市場でどれほどの市場価値を持つかを知るよう
になる。4」
　この文章は，2000年に書かれたある国の労働
市場と組織文化の描写である。日本の大企業につ
いての文章と読まれたかもしれないが，書いたの
はクリントン政権で労働長官を務めたロバート・
ライシュであり，アメリカについて述べているの
である。日本には独特の制度や文化があるから
「運命共同体」としての組織文化やキャリアパス
が発達した，そういう通説があるが，「集団主義
文化」も「和の精神」も存在しないアメリカでも
企業が大規模組織に発達した段階では，日本と同
じ現象が起こったことに留意しておきたい。文化
的説明は感覚にうったえる力を持っているが，そ
の理論的限界は明確である。
　ここから派生した「家制度」として終身雇用を
説明しようとする通説についても，1980年代半
ばまで，「家制度」とは無関係のアメリカでも
「共同体」的な企業があったことを指摘しておこ
う。オスターマンは，特定社会の共有された規範
ないし「制度構造（institutional structure）」という
概念を使ってこれを説明している。制度構造とは
「法律あるいは共通の理解として存在しうるもの
で，慣習，明示的な協定，あるいは黙約となる共
有のルール」（Osterman, 1999 ＝ 2003, 4頁）を指す。
　20世紀のアメリカを世界一豊かな国に押し上
げた制度構造を考えるとき，雇用関係における 2
つのシステムが重要になる（Osterman, 1999 ＝
2003, 28頁）。1つは自動車産業のビッグスリーに
代表されるような産業別組合モデルであり，もう
1つは IBMをその最良の例とする積極的な非組
合化アプローチである。両者は競合的なモデルで
はあるが，オスターマンはそこに 1つの共通点を
見いだす。すなわち「相対的に安定した境界と関
係とをもつ整合的な組織形態としての企業」
（Osterman, 1999 ＝ 2003, 29頁）という考え方である。
「両システムとも，雇用主と従業員との長期にわ
たる補完関係について共通する認識をもっていた。
したがって，両システムとも理念としては，従業
員が自らのキャリアを企業の内部で形成するとい
うアイディアを容認していた。また両モデルとも，
企業はその従業員に対して日々の賃金の他にさら
に義務を負うという考え方も容認していた5」。
この考え方が守られるという期待はアメリカ社会
に広く受容されていた。従業員は，自分のキャリ
アは 1つの企業内部で完結するというキャリア形
成を想定し，経営者は雇用保障を重要な経営目標
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とみなした。当時の経営者が「雇用を維持し，実
際に雇用を拡大することや，利潤を株主ばかりで
なく一般従業員にも分配することに重要な意義を
認めていた証拠は多くある」（Osterman, 1999 ＝
2003, 37頁）。オスターマンはこの時代の米国企業
を「家族としての企業」（Osterman, 1999 ＝ 2003, 28
頁）と形容している。
　こうして，労働経済学で言う内部労働市場，組
織理論で言うクローズド・システムが成立する時
代には，日本以外でも，閉鎖的な官僚制企業は成
立するのである。それは文化に依存しない普遍的
な組織現象である。これは官僚制モデルが，業務
を効率的に処理しようとする際に不可欠の要素を
内在していることの証拠である。ウェーバーはこ
れを官僚制の技術的卓越性と呼んだ。ウェーバー
によれば，官僚制化されている組織とそうでない
組織の効率性の違いは，機械化されている工場と
手作業の工場の違いに匹敵する。規模の拡大と環
境に適合するために，組織は一定規模段階で官僚
制化せざるを得ないのである。
　しかし官僚制化するプロセスにおいて組織が発
達させたルーティン（実行プログラム）の束は，
やがて不連続的な環境変化と齟齬を来すことにな
り，逆機能（dysfunction）に帰結する。かつての
環境に適合して生成したルーティンの束は，業務
の増加，組織規模の拡大にともない，組織に逆機
能をもたらす。その際，官僚制はイノベーション
と正反対の構造としてイメージされてしまい，官
僚制そのものが否定的な制度とみなされる。この
官僚制とイノベーションの関係は通説であるが，
現実的なプロセスとは必ずしも一致しない。
Ⅲ　企業の官僚制化と脱官僚制化の試み
　まずわれわれは，企業の官僚制化プロセスその
ものを記述しなければならない。なぜ厳しい市場
競争圧力にさらされている企業が「官僚制化」す
るのか。起業家段階の小規模企業は，ナレッジ・
マネジメント論者の言うところの「community of 
practice」（Wenger and Snyder, 2000）であって，そ
れは形式主義や階層制度とは無縁でイノベーティ
ブな，またアジルで柔軟な，まさに官僚制と正反
対の組織である。しかし製品が売れて業務と組織
規模が増えると，起業家組織をそのまま維持する
ことは困難になる。こうしてイノベーションと官
僚制を考えるとき，次のような疑問が起こる。
① 業務が複雑化し，規模が拡大するにつれて
企業はプロジェクトのコーディネーションのた
めに要する取引コストを節減しなければならな
くなる。そのために戦略（計画）を策定し，計
画によって調整しようとする。経営戦略を策定
するプロセスは，どのようにして企業の官僚制
化を促進するのか。
② 構造と官僚制化の関係はどのようなものな
のか。チャンドラーの著名な命題が示すように，
職能部制は集権的で官僚制化しやすいことは明
らかだが，事業部制に変更した企業は分権的で
官僚制化の弊害を免れるのではないか。
1　戦略策定プロセスと官僚制化
　「計画」は組織活動のコアに位置づけられ，経
営環境が変わるたびに先手を打つようにして新し
い戦略論が提唱（発売）されてきた。それも 1つ
の産業なので当然ではあるが，問題は組織変革の
計画それ自体がむしろ企業の官僚制化を強める場
合である。ではどのような場合に「計画」自体が
組織の官僚制化をもたらすのか。その根本的な理
由は旧制度学派によって示されたが（鈴木，1997, 
2006a, 2007a），組織プロセスとして解明したのは
創発的戦略論の人々である。ここでは組織構造と
計画学派との関連をミンツバーグとともに考察す
る。
　旧制度学派は，テクノストラクチャー論のなか
で大企業組織が大量生産と大量販売を実行するた
めの計画主体であることを説いた。とりわけ旧制
度派が重視したのは，大量に生産した製品は生産
の周期で販売されなければたちまち在庫になると
いう大企業側のリスクであり，このリスクを管理
するのが販売計画・マーケティング戦略であると
いうのである。この説明は旧制度派らしく，市場
機構に対する大企業の計画的な圧力を述べたもの
で，組織内部のプロセスについては言及されな
かった。
　ミンツバーグは，組織内の計画プロセスと組織
の硬直化の関連を明らかにした。ミンツバーグに
よれば，経営戦略論の計画作成学派の計画には独
特の文脈がある。まず企業が置かれている環境の
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認識である。たとえば GEは，1970年代に戦略
計画を導入したが，そのときの計画担当責任者は
当時の GEをとりまく環境を「非連続性の時代」
（Mintzberg, 1994 ＝ 1997, 217頁）と認識した。さら
に 1980年になるとアンゾフとトフラーが「乱気
流」という表現を広めた。しかし企業環境が劇的
に変化することはすでに 1960年代から言われて
きたことであり，ミンツバーグはもし長期間ほん
とうに乱気流に遭遇していたら，企業活動すべて
にその影響は深刻だったはずであり，「その結果
として，すべての官僚主義は崩壊していたはずで
ある」（Mintzberg, 1994 ＝ 1997, 222頁）という。
　では，なぜ計画担当者は乱気流と言うのを好む
のだろうか。環境の不連続な変化を前提とするほ
うが，彼らの経営者に対する発言力が増したから
だろうか。それとも乱気流とは計画作成の手続き
の範囲外の環境を意味し，予測できなかった条件
が少しでもあると乱気流に思えてしまったのだろ
うか。ミンツバーグは後者だと述べている。「計
画作成は安定性志向が非常に強く，すべてを支配
下に置くという妄想に非常にとりつかれているの
で，どんな動揺であれ，それはパニックの波およ
び乱気流の知覚を指導させる」（Mintzberg, 1994 ＝
1997, 225頁）。安定性志向の官僚主義的な米国企
業にとっての乱気流は，日本企業にとってのチャ
ンスにほかならなかったとも述べている。
　しかし 1960年代は技術革新の時代であり，
1970年代は石油危機があった「第二の産業分水
嶺」（Piore and Sabel, 1984 ＝ 1993）と呼ばれた時代
である。1980年代のグローバリゼーションは言
うまでもない。それを考えると，ミンツバーグの
論述はやや極端であろう。むしろそれまで安定し
ていた米国の大企業が，1970年代に環境の大き
な変化を感じたとしても当然なのであって，当時
の GEに経営計画が導入されたことも頷ける。問
題はなぜ経営計画を導入することが官僚制化につ
ながるかという組織プロセスのほうである。
　それについてミンツバーグは，全社的な計画書
は下位の組織階層からの積上げ方式で作成される
こと，また各部署の多様な意見・現状認識をもり
こむ必要があることをあげて，現状延長型の計画
しかできないと説明してる。「新しい計画書の主
要な源泉は古い計画書であるに違いない」
（Mintzberg, 1994 ＝ 1997, 177頁）というミンツバー
グは，複雑な調整を要する計画書に，新しい環境
に対応するための新機軸を含ませれば，必ずや各
階層，各部門からの抵抗に直面すると言う。それ
を彼は「官僚的なモメンタム（はずみ）」
（Mintzberg, 1994 ＝ 1997, 170頁）と呼んでいる。こ
こでミンツバーグが指しているのはナレッジ・マ
ネジメントの分野で言う組織の「リジディティ」
（Leonard-Barton, 1992）とほぼ等しい。組織の硬直
性は心理的かつ制度的なものである。
　ミンツバーグは，計画作成者の政治的配慮につ
いても指摘している。ほんとうの意味での組織環
境の乱気流が起これば，もはやどんな計画書も役
に立たないし，経営者や従業員が現状の組織で満
足できるならば計画は不要である。環境は変わっ
ているが計画的にそれをコントロールすることが
できるという「安定的な現状延長型の部分改良
――理想的には ,計画作成サイクルの中に作り付
けになっているスケジュールに沿った改良」
（Mintzberg, 1994 ＝ 1997, 198頁）こそ計画作成者が
組織内の政治力を維持するために好むパターンな
のである。
　したがって計画書は現状延長型の部分改良を志
向するだけで，ほんとうの環境変化つまり「破壊
的イノベーション」（クリステンセン）に対しては
あまり有効ではない。それどころか組織の抵抗を
たくみに避けて作成された「優れた」計画書は，
むしろ計画作成プロセスそれ自体が，組織におけ
る基本的な硬直性をもたらし，大きな変革に対す
る組織の抵抗を醸成する（Mintzberg, 1994 ＝ 1997, 
171頁）。こうして計画作成のプロセスは組織を官
僚制化させるのである。
2　事業部構造と官僚制化：GMのケース
　分権化した事業部構造は官僚制化を防ぐことが
できるのだろうか。分権的事業部構造といえば，
GMはその典型的な企業である。GMははたして
官僚制化から逃れているだろうか。GMの組織に
は，米国型官僚制の特徴である専門家の分断的支
配がみられる。GM10プロジェクト（新車開発プ
ロジェクト）のケースを考えることで，具体的な
手がかりが得られるだろう6。
　1981年，GMの北米における年間販売台数の 3
分の 1を占めたのは中型車セグメントだった。こ
のドル箱のセグメントに対して，日本メーカーと
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フォードが新型車の開発を始めた。危機感をつの
らせた GMのトップは，通常の 10年サイクルを
一挙に半分に短縮する計画を立てた。遅くとも
1986年までにこのセグメントに新モデルを投入
するという，この GM10と呼ばれる新車開発プ
ロセスが開始されたのである。
　GM10は，GMにおける官僚制化の進展，とく
に組織内の専門能力による縦割りと権力分布をよ
く示している。アルフレッド・スローンが GM
の事業部制を設計したとき，多角化と規模の経済
のトレードオフに直面して，多様なモデルの部品
の共有化をはかってコストダウンを徹底した。
GM10プロジェクトは，スローン以来の伝統的な，
標準化された方法で短期間に革新的な車を作るこ
とを目標とした。プログラム・マネージャーに選
ばれたロバート・ドーンは，与えられた予算（70
億ドル）と時間内に複雑な仕事をこなさなければ
ならなかった。以下，GM10のプロセスを箇条書
きに拾い出してみよう。
・ドーンの最初の仕事は，ターゲット市場と顧
客にアピールする製品特性に関して，各事業部
の意見を一致させることだった。この一致に
よって，新車の全体的な外観，サイズ，基本性
能，ターゲット市場と価格，燃費，車体のスタ
イルなど基本事項が決定される。
・ドーンと彼の少数のスタッフは，各事業部が
一致した情報を GMスタイリング・センター
に渡し，精密な外観を作成するように依頼する。
・外観の他にも，それぞれの専門家グループが
仕様，性能に関する具体的な（数千にも及ぶ）
決定をする。
・ドーンはそれらの詳細を，次の専門家グルー
プ（フィッシャー車体事業部とコンポーネント技
術部門）に渡す。ここで専門家がすべての主要
部品の正確な仕様を作成し，既存モデルから持
ち越せる部品と共有化できる部品を決定し，ど
ちらでもない部品は新たに設計することになる。
・この時点で GM10は当初の予定から大幅に
遅れていた。日本企業のいわゆる重量級 PM
と違って7，ドーンは各事業部と本社を調整す
るコーディネーターにすぎず，彼の権限は既存
事業部に仕事を依頼する権限だけで，命令する
権限はなかった。各事業部の従業員は，ドーン
の依頼よりも所属事業部のライン上司からの仕
事に時間を割くから，ドーンの依頼は口約束と
して無視され，時間稼ぎにあい，調整は困難を
極めた。ついにドーンは 1985年，その任務を
全うすることなく辞任した。
・ドーンの後任にはゲーリー・ディキンスンが
選ばれた。彼は，ようやく完成させた製品設計
図を，実際に製造する組立事業部（GMAD）に
移した。ディキンスンが 1988年，新型モデル
を市場に届く準備までしたところで，三人目の
ポール・シュミットが新車販売の責任者の任に
就いた。
・シュミットの任務は，GM10モデルの組立工
場（7カ所から 4カ所に縮小された）における技
術的欠陥を克服すること，および巨大なマーケ
ティング機構の協調を図ることだった。こうし
て最初の GM10モデル，ビュイック・リーガ
ル 2ドア・クーペは計画より遅れること 2年，
1988年春，販売された。最後のモデルのビュ
イック・リーガル 4ドア・セダンにいたっては
1990年夏，販売開始された。その間，ホンダ
のアコードは 2世代進化していた。
・GM10モデルは製造が容易ではなく，製造コ
ストも安くなかったため利益が上がらなかった。
また，GMはこのプロジェクトに関して 1990
年を目標達成のめどにしたが，1989年時点で
の販売量は計画の 60％にしか達していなかっ
た。この米国型官僚制の硬直性と非効率性を，
ウォマックらはホンダの柔軟な，創発的な開発
プロセスと対照させている。
　以上がウォマックらの描いた GMの新車開発
プロセスである。ここには硬直化，官僚制化がう
かがえる。組織マネジメントのプロセスをみるた
めには，ウォマックらの記述だけではタテの階層
構造の役割がわからない。そこで本稿では，ウォ
マックらの記述にピンチョー（1985 ＝ 1989）が描
いたケースを加えて，GMにおける「標準的な」
新車開発プロセスを組織の縦と横のプロセスとし
て描き直してみたい。
・プロセス 1：特定事業部（たとえばポンティアッ
ク事業部）のマーケティング部門が特定の新型モ
デルには需要があることを発見する。特定事業部
の製品企画部はその開発に乗り出す。
・プロセス 2：その事業部から，新型モデル開発
の責任者（権限の弱いコーディネーター）が選ばれ
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る。彼は当該事業部に自分の新型モデルに関する
構想を提出し，それを承認してもらう必要がある。
・プロセス 3：次に彼は，GM本社の製品企画部
にお伺いをたてて，その承認を取り付けなければ
ならない。その際，ポンティアック事業部は各種
必要書類を本社に提出する。それはたとえば市場
調査のデータ，設計概念，製造コスト見積書，性
能に関する詳細な仕様書など多岐に及ぶ。本社製
品企画部の承認を得るために，事業部側は CEO
の経営理念や経営方針（たとえば，燃費のよい車を
開発する）を利用する場合がある（その際，たとえ
スポーツカーの構想を持っていても，燃費はよくな
ければならないことになる）。
・プロセス 4：様々なお役所的なプロセスを経て，
事業部側は本社（製品企画部）から新車のプロト
タイプを製造する許可を得る。本社の企画担当者
の返事が曖昧な場合もあるが，「イエスともノー
とも言わなかった。だから，これはイエスなん
だ」（Pinchot, 1985 ＝ 1989, 141頁）と事業部側の開
発責任者が勝手に解釈して開発に入ることもある。
・プロセス 5：本社からプロトタイプをつくる許
可が出るということは，それを製造する予算が通
ることを意味する。しかし事業部側が要求した予
算が全額認められるとは限らない。本社から全面
的な支持が得られないプロジェクトの場合は，ご
くわずかな予算でプロトタイプをつくらなければ
ならない。
・プロセス 6：プロトタイプが完成し，本社の企
画担当者や経営陣に気に入られれば，ポンティ
アック事業部に対して，本社から当該モデルを製
造工程に乗せるように指示が出る。今までの開発
責任者がそのまま製造責任者になる場合もあれば，
責任者が交代する場合もある。ただし製造に入っ
た後でも，本社から事業部にその中止命令が出る
場合もある。こういう複雑なコーディネーション
をこなして新車を開発し，市場に送り出すために
は事業部の財務担当者の指示が不可欠である。各
事業部の財務担当者は本社の財務部門に属してい
るわけではない。事業部長に直属なのであり，だ
からこそ同じ事業部内の開発責任者・製造責任者
とは非公式的なコミュニケーションがとれている
ことが多い。
　以上のような，1つの企業内部とは思えないほ
ど複雑で，政治力の入り組んだ，本社と事業部，
購買部門からマーケティング部門にいたる縦と横
のコーディネーションを成功させるのは奇跡のよ
うに見える。GMではこういうコーディネーショ
ンの後に新型車が市場に出るのである。
　これがアメリカで起こっていることなのだろう
か。ここにあるプロセスには，あたかも日本の
霞ヶ関と民間企業の関係にも似た「お伺いと承
認」「イエスでもノーでもない」，硬直した官僚制
組織そのものの雰囲気がある。GMのケースから
明らかなことは，職能部組織が中央集権的な官僚
制で事業部制は分権的な脱官僚制だという単純な
見方は成り立たないということである。むしろ本
社という戦略部門を別に持った事業部制構造こそ，
縦の関係（本社―事業部）に，財務指標による「客
観的」評価や手続きの「標準化」や文書化，前例
主義などといった強い官僚主義を発生させるので
ある。こうして，米国自動車メーカーにとって新
車開発プロセスという最もイノベーティブである
はずの組織プロセスが，硬直的な官僚制の中で行
われることになる。
　以上のように，企業の官僚制化は戦略を計画す
るプロセスで進行し，事業部制に構造を換えると
さらに公式化・標準化が進む。処理すべき業務が
大量に存在し，しかも正確に，短期間の間にその
処理を終わらせる必要があるとき，組織の官僚制
化は普遍的に進み「逆機能」に陥る。官僚制を嫌
いながらも，官僚制に依存せざるを得ないジレン
マがここにはある。この官僚制のジレンマは，組
織がイノベーションを行おうとする際に最も顕著
になる。
　官僚制はイノベーションを行うことができるの
か。真の意味のイノベーションは官僚制企業の中
でいかにして可能になるのか。この点を論じるた
めには，組織理論を「ルーティンの束」のモデル
から再構築して，イノベーションの可能性を探る
必要がある。
Ⅳ　ルーティンの束とイノベーション
　上にみてきたように計画化は，非公式グループ
に対する公式な階層制度（ヒエラルキー）の優位
を意味し，また仲間内のオープンなコミュニケー
ションに対する文書による公式書類を通じたコ
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ミュニケーションの優位を意味する。理念型モデ
ルとしては，起業家組織はより非公式的で柔軟で
あり，ある産業でトップシェアを占める大企業は
より公式的で硬直的である。その理由は組織と業
務の大規模化は計画による公式的なコーディネー
ションを必要とするからであり，コンティンジェ
ンシー理論が説くように，組織の規模や技術構造
は官僚制化と相関するのである（Donaldson, 2001）。
本稿では，技術と構造の相関を説いた旧コンティ
ンジェンシー理論を教科書的にレビューすること
は避け，新しいイノベーション理論から組織構造
の問題を考察する。
1　イノベーション・ダイナミクス・モデル
　最近のイノベーション理論でも，アッターバッ
クの「イノベーション・ダイナミクス・モデル」
は最も影響力が大きいモデルの 1つである。この
モデルからわれわれは，製品イノベーションと工
程イノベーションが交差する産業ライフサイクル
において，企業組織の官僚制化が必要な時期を説
明することができる。
　従来のイノベーション・モデルは，技術と企業，
技術と市場をリニアな関係として捉えた。イノ
ベーションは同じ方法で起こるものと捉え，組織
は同じ構造で維持されると仮定した（Daft, 1998）。
それに対してアッターバックのイノベーション・
ダイナミクス・モデルは，イノベーションには製
品（プロダクト）イノベーションと工程（プロセ
ス）イノベーションの二種類があることを示した
（Utterback, 1994 ＝ 1998）。産業ライフサイクルの概
念を導入して，その初期に多数のプロダクト・イ
ノベーションが発生すること，その中期に製品デ
ザインは標準化されて特定のドミナント・デザイ
ンが決まること，その際，市場が変わり，企業の
競争優位の源泉となる能力も変わり，それにつれ
て組織構造も変わることを示した。つまり，技術
的な変化，組織，競争的市場間が相互作用しなが
ら，産業ライフサイクルはダイナミックに進化す
るというイノベーション・モデルである。その産
業のライフサイクルは，それぞれのステージで競
争力をもたらす組織構造も異なることが示された。
以下，アッターバックのモデルを要約しよう
（Utterback, 1994 ＝ 1998, 105-128頁）。
　① 流動期には，もっとも多くの製品イノベー
ションが起こる。独創的で個性の強い個人企業家
が小規模の組織を使って，トライ＆エラーを繰り
返す。タイプライター，自動車，電球，電話など
あらゆる製品には，ドミナント・デザインが成立
すると廃れてしまう製品デザインがあった。まだ
不安定な市場に，個性的な製品を送り出すのは，
汎用機械と熟練労働による製造工程と有機的
（organic）組織である。組織のコントロールは非
公式的で人間的・主観的なものであり，階層はほ
とんど存在しない。仕事は公私の時間の区別なく
仲間集団によって行われ，起業家的な企業の活力
は発明と開発であり製品イノベーションである。
製品イノベーションが頻繁に起こるため工程イノ
ベーションは発生しにくい。
　② 移行期には，新製品の市場は発展している。
自動車産業でいえばフォード A型のようなドミ
ナント・デザインが出現することで，競争上の焦
点はより多くのユーザーのために製品を生産する
ということに移る。需要は増加し，企業はそれに
応じることで生き残ろうとするから，開発オペ
レーションから生産オペレーションに競争の焦点
は移る。組織は，発明家の仕事場から工場に移る。
初期大量生産が始まり，企業が大型機械に投資す
るようになると，発明の独創的能力よりも経営的
なコントロール能力のほうが競争力の重要な源泉
となる。いったん標準製品の生産が動き出すと，
組織は大規模化し，組織のコントロールは人間的
なものから客観的な数値目標やルールに移行する。
個々の段階で，新たに機械的（mechanic）組織が
成立する。ここでは生産オペレーションは硬直化
し，急激なイノベーションは大きな費用をともな
うようになるから，製品イノベーションよりも工
程イノベーションが支配的になる。
　③ 固定期には，大規模で特定製品に特化した
本格的な大量生産が確立する。製品は標準化製品
であり，大衆車や家電製品などのように競合企業
の製品はどれも似かよったものとなる。この段階
まで勝ち残っている企業は，競争者の少ない古典
的な寡占企業となっている。ここでは生産は資本
集約的で，硬直的であり，変化にかかる費用は莫
大である。「生産性のジレンマ（the productivity 
dilemma）」が起こり，生産は高度に自動化される
が変化に対する反応は著しく困難になる。言い換
えれば，製品・工程どちらのイノベーションもき
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わめて高い費用を必要とするようになる。組織の
コントロールは構造やルールによってなされるよ
うになる。組織構造は，チャンドラー（1977 ＝
1985）の言う管理階層を持つ官僚制企業の段階に
なる。イノベーションの観点からみると，この段
階での組織は「見張り番」となる。すなわち「生
産システムの円滑な稼働を監視しコントロールす
る人」（Utterback, 1994 ＝ 1998, 123頁）となって，
イノベーション能力を喪失していく。
2　官僚制のジレンマ
　イノベーション・ダイナミクス・モデルはわれ
われの論点を明確にしてくれる。すなわち，どの
ような産業でも初期，中期，完成期へと進化する
につれて，競争力の源泉となる組織能力
（capability）と組織構造（structure）がともに進化
するのであり，最終的に組織はコントロールを公
式化・客観化せざるを得なくなり，すなわち組織
は官僚制化するということである。アッターバッ
クは最終的な段階を「固定（specific）」と呼び，
意図的に「成熟（mature）」という表現を避けた。
これは製品デザインの固定という意味であり，
「生産性のジレンマ」の打破を問題にするためで
もある。
　その際，アッターバックは「生産の固定期は，
産業にとって『歴史の終わり』なのだろうか？　
この高度に資本化され，コントロールされ，一般
には生産の非イノベーション的状態を打開する方
途はないのであろうか？」（Utterback, 1994 ＝ 1998, 
124頁）ときわめて重要な問いかけをする。そし
てその 1つの解答として「リーン生産方式」や
「マス・カスタマイゼーション」を提示したので
ある。低コストと品質，大量生産とイノベーショ
ンというトレードオフの解決の可能性がここにあ
るのではないかと彼は言っている。
　われわれはさらに考察を進めよう。官僚制は硬
直的でありながらイノベーティブでもある組織に
進化することができるのか。ここにわれわれの問
題の本質がある。あらゆる組織が「生産性のジレ
ンマ」を抱えている今日，ITを使った組織のス
リム化（リエンジニアリング，フラット化）や企業
文化の改革（エクセレント・カンパニー，ビジョナ
リー・カンパニー）によって「脱官僚制化」する
ことは楽観的すぎるか一時しのぎにすぎない。理
論的に分析すれば，現代社会の生産は官僚制組織
を離れては持続不可能であり，大企業が「生産性
のジレンマ」から容易に逃れる方法は存在しない
のである。
　1990年代以降，モジュール生産やデジタル化
によるアンバンドリングが生産工程のインター
フェースを変え，アナログ時代の垂直統合構造を
不必要にしたことは確かであり，グローバルな水
平的ネットワーク組織を可能にしたことも事実で
ある。エヴァンスとワースターの言うように，情
報技術の進歩が産業構造にヴァリュー・チェーン
の解体やリッチネスとリーチのトレードオフの克
服をもたらしたことも事実である（Evans and 
Wurster, 1997）。しかし，マイクロソフトのように
高付加価値の創造を可能にしている企業群がある
背景には，台湾積体電路製造（TSMC）やシンガ
ポールのチャータードなどのピュアプレイ（大規
模半導体ファウンドリ）による効率的な大量生産
者の存在がある（Berger, 2005 ＝ 2006, 101頁）。液
晶パネル産業の投資競争をみても，大規模組織に
よる大量生産の必要性は言うまでもない。製造業
以外でも，金融から医療，教育，政府機関にいた
るまで，あらゆるところで官僚制の非効率性が社
会生活の質を低下させている。そしてエヴァンス
ら の 提 唱 し た Hierarchical Organization か ら
Hyperarchy へ の 組 織 構 造 の 転 換（Evans and 
Wurster, 1997, p. 75）が今でもまったく進まない多
くのセクターがあり，そこでは官僚制に代替する
業務執行の制度を持てずにいるのである。
　そうであれば，21世紀，われわれが問うべき
ことは官僚制をつぶせということよりも，官僚制
を活性化（イネーブリング）せよという問題提起
であろう。官僚制は「逆機能」という負の経済性
をもつ制度であるが，官僚制をイネーブリングす
る可能性を模索することが，いかにジレンマに満
ちたものであろうと，現代の組織理論にとって正
しい問題設定なのである。
　そのために必要な道具は，官僚制をつぶすお手
軽なツール（リエンジニアリング，中抜き，フラッ
ト化）ではなく，官僚制の解剖学であり，官僚制
の記述的な分析に基づく組織改革の現場実践であ
る。これはもとより途方もない仕事であり，以下，
本稿では必要な基礎概念を断片的に論ずるにすぎ
ない。
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3　限定合理性とプログラム
　いったい官僚制の技術的卓越性はどのようなメ
カニズムに由来するのだろうか。そのメカニズム
の記述的分析なしには，どのような官僚制対策も
不十分なものにならざるを得ない。原則論から組
織を考えるとき，限定合理性（bounded rationality）
の定理が前提となる（鈴木，2006b）。
①「せいぜいのところ，彼〔意思決定者――引
用者〕は『主観的に』合理的なのであって，『客
観的に』合理的なのではない。」（March and 
Simon 1958, p. 138 ＝ 1977, 210頁）
　周知のように，客観的合理性の前提が伝統的な
経済学（最適化基準による経済人仮説）であり，主
観的合理性の前提が組織論（満足化基準による経
営人仮説）である。意思決定者の合理性を限定し
ているのは，その人の組織的または社会的環境で
ある。
②「意思決定者が身を置いている組織的・社会
的環境こそ，どのような結果を彼が予想し，ど
れを予想しないか，またどのような代替的選択
肢を彼が考慮し，どれを無視するかを決めてい
るのである。」（March and Simon, 1958, p. 139 ＝
1977, 211頁）
　人間の合理性を「制限」する要因とは，無意識
的な習慣，暗黙知的なスキル，価値観，知識と情
報の非対称性である。この制限合理性を持った人
間は，環境としての組織を必要とする。言い換え
れば組織階層は，こうした個人の合理性の 3つの
制限を緩める制度である。諸個人の技能に限界が
あっても，上位階層（上司）は諸個人の技能を結
合して業務を行い，成果を上げるだろう。個人の
価値観や目的は組織のそれとはずれてしまい，余
分なコストやコンフリクトが発生する場合は，上
司が新しい価値観を創造してそのコンフリクトを
縮減しなければ，効率的な業務活動は行えない。
ちなみにまさにそのことをバーナードは「道徳の
創造」と呼んでいる（Barnard, 1938 ＝ 1983）。最後
に，個人の知識と情報の限界を補うものは組織に
よる教育訓練である。
　さて，個人の行動には 2つの極端な場合がある。
1つは刺激によって問題解決活動がひきおこされ
る場合である。つまり行為の代替的選択肢と結果
を発見するための探索が始まる。有効な実行プロ
グラムが彼のレパートリーにない場合は，全体的
な実行プログラムを発見し，精緻化しなければな
らない。これは個人にとってコストがかかる。
　もう 1つは刺激に対して自動的に実行プログラ
ムを呼び起こすような場合である。これをマーチ
とサイモン（1958 ＝ 1977）は「ルーティン化され
た」行動と呼ぶ。過去に繰り返し経験した刺激に
対して，個人はそれに対する「ルーティン化」し
た反応をもつのが普通である8。ここには問題解
決の探索は必要ない。経験のレパートリーのなか
から適切なプログラムを自動的（無自覚）に喚起
するだけのことである。これは高度で複雑な，体
系化された反応の集合である。個人と同様に組織
体もまたこのような実行プログラムをもっている。
　プログラムはどのように作られるのだろうか。
それは，個人の記憶の中に，たとえば専門的な職
業教育の結果として蓄積される場合と経験からの
学習の産物である場合がある（March and Simon, 
1958, p. 148 ＝ 1977, 227頁）。また，実行プログラム
がどの程度まで「ルーティン化」されているかを
決めるのは，ある刺激に対する反応の選択肢がど
れくらい単純化されているかによる（March and 
Simon, 1958, p. 142 ＝ 1977, 216頁）。組織のメンバー
が同じ状況に対応するために，明白に定められた
プログラムで対応する地位にいる場合，つまり標
準作業手続きが記述されたマニュアルによる労働
の場合，とくに仕事が大部分，装置によって組織
化されている（オートメーション）とき，組織の
なかの実行プログラムはもっとも完全なものにな
る。組織の中の個人の活動がルーティン化・プロ
グラム化されるということは，組織に「予測可能
性（predictability）」（March and Simon, 1958, p. 143 ＝
1977, 218頁）の増大というメリットをもたらす。
マーチとサイモンが言う「予測可能性」の概念は，
元来，ウェーバーの用語である。ウェーバーは法
律，科学，官僚制など近代文化現象の特徴の 1つ
に「予測可能性」をあげた。実行プログラムは，
組織内の調整システムの重要な部分をなし，部門
間における予測可能性の必要を充足するのに役立
つ。つまり，組織全体の目的を達成するために，
下位部門間の調整をすることによって，プログラ
ムの予測可能性は組織内のコーディネーション・
コストを節減するのである。
　「組織の中では，組織のメンバーのヒエラル
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キー的関係と各要素的プログラムのヒエラル
キー的関係との間に，相当程度の平行性がある
のが普通である。（中略）いかなる組織も，様々
のプログラムのレパートリー（a repertory of 
programs）を持っていて，それらが集まってあ
る範囲内に入るさまざまの状況に目的指向的方
法で対応できることになっている。新しい状況
が起こったとき，細かな要素からまったく新し
いプログラミングをつくることは，めったに企
てられない。たいていの場合には，すでに存在
している低いレベルのプログラムの間の組み方
を変えることによって適応するものである」
（March and Simon, 1958, p. 150 ＝ 1977, 229頁）。
　つまり組織の上の階層が持っているプログラム
は変えないで，下の階層が持っているプログラム
を修正したり組み替えたりして環境の変化に対応
するという意味である。
　現実はあまりに複雑すぎて，これを詳細に扱う
ことはできない（限界合理性）から，経営者や監
督者がこの複雑性に対応するためには，自分の仕
事を下位階層のプログラムを組み替えることに限
定することで，「不確実性の吸収（absorption of 
uncertainty）」（March and Simon, 1958, p. 155 ＝ 1977, 
236頁）を可能にする。
　ここで「プログラムという言葉は，完全な硬直
性（rigidity）を意味するものとして使われては
いない」（March and Simon, 1958, p. 142 ＝ 1977, 216
頁）ことに注意すべきである9。プログラムと
ルーティンは，なぜ組織は他の制度よりも環境の
不確実性に対処できるのか，なぜ限定合理性を補
完するための制度なのかを示す，いわば組織のコ
ア・ケイパビリティの本質なのである。
　組織も個人も，その目的を達成する活動を行う
際，個々の問題を最初から解決するわけではない。
それどころか組織の活動のほとんどはプログラム
化されている（マーチとサイモンはこれを「再生的」
問題解決と呼び，ルーティン的な問題解決と同義と
している）。「プログラム化された活動というのは，
一般にはむしろルーティン的で再生的な種類（a 
rather routine and reproductive sort）の問題解決を
大量に含んでいる」（March and Simon, 1958, p. 177
＝ 1977, 271頁）。これに対して革新的な活動はプロ
グラム化されていない，彼らの用語でいう「生産
的（productive）」問題解決を大量に必要とする活
動である。そして組織が慣性を持つというのは，
プログラム化された活動の優位性を意味する。な
ぜだろうか。彼らは理由を 2つあげる。1つは組
織のメンバーの活動には明確な時間の切迫がある
場合，もう 1つは活動の目的が明確である場合，
メンバーはその活動に専念し，集中する傾向がで
る。これが彼らの言う「プランニングのグレシャ
ムの法則（the Gresham’s Law of planning）」（March 
and Simon, 1958, p. 185 ＝ 1977, 283頁）である。すな
わち，「日常のルーティンがプランニングを押し
のける。（中略）高度にプログラム化されている
課業と，高度にプログラム化されていない課業の
2つに直面している個人は，強い全体的な時間の
切迫がないときですら，後者より前者を優先して
しまう」（March and Simon, 1958, p. 185 ＝ 1977, 283
頁）ことを指す。
　この「Daily routine drives out planning.」（March 
and Simon, 1958, p. 185）という命題は，組織論の
中で「Structure follows strategy.」（チャンドラー）
ほど有名ではないが，それに匹敵するほどの影響
力を持った命題であろう。これを構造論に応用す
ると，プログラム的な「戦術的意思決定」の活動
から非プログラム的な「戦略的意思決定」の余地
を作り出すかが組織デザインの本質になる
（Chandler, 1962 ＝ 1962）。組織構造として「戦略的
意思決定」の余地を確保しない限り，「プランニ
ングのグレシャムの法則」は組織プロセスを貫徹
するわけである。それほどプログラムやルーティ
ンは組織の日常業務を支配し，その慣性は大きい
とすれば，イノベーションはいかにして可能なの
だろうか。言い換えれば，プログラムの束こそ組
織能力そのものであり，他の企業には模倣できな
い競争優位の源泉となる資源であり，ケイパビリ
ティである。ケイパビリティがポジティブにもネ
ガティブにもなり得ることを考えなければならな
い。言い換えれば，官僚制の技術的優位性は技術
的劣位性とワンセットだということである。
4　組織目的とケイパビリティ
　組織は特定の目的を持ち，その解決のために特
定の資源（resource）を持っている。この資源が
模倣困難である程度が，企業の競争優位に対応す
ることは資源ベース論が明らかにしている
（Wernerfelt, 1984 ; Barney, 1991, 2002）。この資源を
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組織目的の達成のために活用する能力をケイパビ
リティ（capability）と呼ぶ。ケイパビリティには
オペレーショナル・ケイパビリティとダイナミッ
ク・ケイパビリティの区別がある（Winter, 2003）。
前者は現在の競争優位と利益の源泉（earn a living 
in the present）となる能力であり，後者は組織の
資源を組織目的にそって育成し，拡張し，あるい
は変える能力を指す（Winter, 2003）。ダイナミッ
ク・ケイパビリティは，最も有名な定義で言い換
えれば，「企業が急激に変化する環境に適応する
ための能力，すなわち統合したり，作ったり，組
織内部と外部の能力を再編成したりする能力」
（Teece, Pisano and Shuen, 1997, p. 516）のことであ
る。こうした能力を組織が持ち，育成する経営管
理・組織的なプロセスが競争力の源泉となるし，
組織マネジメントのコアとなる課題である。
　このプロセスを，規範的にではなく記述的に分
析すれば，組織目的と組織プロセスは機械的な関
連ではなく複雑な関係にあることが明らかになろ
う。企業は「質点」としてではなく，内容を持っ
た多様なプロセスやルーティンの束として記述さ
れよう。利潤極大化等の組織目的の概念は便利で
はあるが，記述的には正確ではない。1つの組織
目的というものは存在しないからである。マーチ
とサイモンは『オーガニゼーションズ』の中で
「組織のなかの集団間コンフリクトが，これまで
企業の経済理論の中で，ほとんど注意されてこな
かった」と述べ，その理由は，これまでの理論が
「組織の目的を所与のもの（たとえば企業にとって
は利潤最大化）として仮定してきた。そして，目
的について異なる解釈がありうるとか，もしくは
他の目的が個々の参加者の行動に強く作用するか
もしれないなどの可能性は無視されてきた。同じ
ように，個人間での知識の差異も考慮されていな
い」（March and Simon, 1958, p. 124 ＝ 1977, 187-188
頁）と論じている。
　現実に組織にこのような目的の分化（多様性）
が存在するからこそ，個々人間，下位集団間にお
いて，組織の目的は分化することを防がなければ
ならないというマネジメント論が導き出される。
その代表的なシステムが報酬制度であり階層構造
による昇格制度である（Milgrom and Roberts, 1992
＝ 1997）。企業に共通目的と下位目的の分化を認め
ると，下位目的が階層的に多様に存在することも
理解できる。たとえば実際に，ガースナーの
IBM改革の際，本社のトップが出した命令がヨー
ロッパ IBMではまったく実行されなかったとい
うエピソードがある（Gerstner, 2002 ＝ 2002）。IBM
全体の目的を新しい CEOは変えようとしていた
が，ローカルな IBMにはそれぞれの下位目的が
あり，その命令を「私の部下には不適切だ」
（Gerstner, 2002 ＝ 2002, 124頁）と公然と拒否した。
ローカルな下位目的を変えるためにガースナーは
ヨーロッパ IBMのトップを更迭しなければなら
なかったのである。
　組織の内部に，競争優位の源泉となるようなオ
ペレーショナル・ケイパビリティを持った下位部
門（たとえば中央研究所）が存在し，その部門に
は組織目的とは別の下位目的（たとえば売れる技
術より最先端の技術を開発する）を頑なに持ち続け
ているというよくあるケースを考えてみよう。販
売部門から，あるいは本社トップからの「売れる
製品に使える技術を開発せよ」という命令は「不
可能です」という公然とした拒否にあうか，ある
いは面従腹背にあう可能性は高い。実際，GEの
ジャック・ウェルチは組織変革の過程で何度も面
従腹背を経験したと述べている（Welch, 2001 ＝
2001）。このときこの企業のケイパビリティは顧
客の選好の移り変わりや技術革新の速さについて
いけなくなる。組織の資源はつねにグレードアッ
プし続けなければならないことを，RBV
（Resource-based view：リソースベース論）も繰り返
し指摘している。ケイパビリティは特定の環境に
適合した能力にすぎないことは，汎用機で君臨し
た IBMが PCでは苦境に立たされたことや，大
型車で世界を制したデトロイトが小型車では日本
の覇者に敗れたことなど，多くの事例が証明して
いる。単なるリソースやケイパビリティではなく，
ダイナミック・ケイパビリティが必要な理由がこ
こにある。
5　コア・ケイパビリティとコア・リジディティ
　組織のケイパビリティとリジディティは，コイ
ンの両面である。
　起業家組織から大企業へ組織の規模が大きくな
るにつれて，組織のなかには 2つのものが育って
いく。その組織特有の，模倣困難な，競争優位の
源泉となる資源と，環境が変化してもそれに柔軟
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に対応しない要素すなわち組織の慣性（inertia）
である。資源はリソースベース論のキー概念であ
る。慣性とは，組織内に環境の変化にもかかわら
ず「旧式の資本設備や慣行（プラクティス）が維
持されること」（Langlois and Robertson, 1995 ＝
2004, 179頁）を指す。資源と慣性を，われわれは
コリスとモンゴメリー（1998 ＝ 2004, 113頁）にな
らってコア・ケイパビリティとコア・リジディ
ティと同義に扱おう。コア・リジディティ（core 
rigidities）はナレッジ・マネジメントの用語であ
り，「不適合な知識の束（inappropriate sets of 
knowledge）」（Leonard-Barton, 1992, p. 118）を意味
する。
　レオナード・バートンはナレッジ・マネジメン
トノの視点から両者を定義する。コア・ケイパビ
リティは競争優位をもたらす知識のセット（the 
knowledge set）であり，次の 4つの次元から成り
立っている（Leonard-Barton, 1992, pp. 113-114）。
　① 従業員の知識とスキル：新製品の開発に最
も重要になるようなケイパビリティ。企業特殊的
なものもあれば科学特殊的なものもある。科学特
殊的な知識は公共的な形式知であり，差別化の原
因にはならないが，企業特殊的な知識とスキルは
暗黙知的資産であり，コード化や移転することが
むずかしい模倣困難なものであるため，バーニー
の言う他の条件がそろえば持続的競争優位の源泉
になる場合がある（Barney, 1991, 2002）。
　② 技術システム：企業の競争優位の源泉とな
る知識は暗黙知的資産として蓄積される以外にも，
長年の知識蓄積の結果としての物理的装置や生産
システムにも埋め込まれている。
　③ 経営システム：従業員の経験と工夫から生
まれる暗黙知的資産と物理的装置やシステムを作
りだし，コントロールするのはマネジメント・シ
ステムである。それは人事制度，報酬制度，教育
制度などのように公式的なものもあるし，職場の
慣行や規範のように非公式的なインセンティブ・
システムもある。知識を創造し，継承するために
組織学習を促進することが経営システムの目的で
ある。
　④ 価値と規範：以上の 3つの次元に浸透して
いるのが価値と規範の次元である。価値と規範は，
組織内部の知識を選択し，コントロールするメカ
ニズム要因であり，一般に軽視されているが重要
な次元である。たとえば新製品を活発に生み出す
ためにはリスクをとり，実験し，失敗に寛容であ
る組織文化が必要である。また，現場へのエンパ
ワーメントも実際に効果を持つためにはふさわし
い価値と規範が不可欠である。一貫性があり明確
な価値と規範が暗黙知的資産，技術システム，経
営システムを機能させる基盤となる。
　コア・リジディティとはコア・ケイパビリティ
のコインの裏側と表現される。かつての環境に
フィットしたケイパビリティが不連続的変化に対
応できないまま，組織内部に維持される状況であ
る。企業はその経路依存性から特定の専門領域を
重視する経営システム，価値と規範を持つことが
多い（Leonard-Barton, 1992, pp. 118-119）。技術者
を重視する企業もあれば，販売担当者を重んじる
企業もある。特定の専門領域や職務にステータス
を与えることは，組織に特定方面の知識資産が蓄
積されることを意味し，その知識が競争優位の源
泉となる。しかし環境が不連続的に変化してしま
うと，その知識は逆に組織の足を引っ張る。設計
エンジニアのステータスが強い企業には，その方
面の優秀な人材が集まり，競争力のある知識が蓄
積される。しかし環境の変化によって工業デザイ
ナーの知識が競争力を分けるようになると，その
企業ではステータスが低かった工業デザイン部門
には二流の知識しか蓄積されていないこと，工業
デザイナーたちが発言力の低さを不満に思ってい
たことのツケがまわってくる。かつてのケイパビ
リティが今日のリジディティに転換するのである。
　レオナード・バートン（1995 ＝ 2001, 53頁）はこ
の転換を印象的な言葉で表現している。すなわち
かつての「クラフトマン・シップ」を持った会社
が今は「へぼ職人」の会社に転換し，攻撃的な成
長戦略で成功した「功労者」が今は無責任な拡大
に走る「帝国主義者」に転換し，天才的なマーケ
ティングで成長した「セールスマン」企業が今は
「風来坊」に転換する。どれも同じコインの表裏
なのである。1980年代の日本企業の成功が，
1990年代の低迷に転換した理由もここにあると
レオナード・バートン（1995 ＝ 2001）は指摘する。
　コア・ケイパビリティはコア・コンピタンス
（Prahalad and Hammel, 1990）とも呼ばれる。コ
ア・コンピタンス論が従来のポーター流の経営戦
略を批判して出てきたことは知られているが，
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1990年代の「リエンジニアリング」流の組織変
革の批判という意図もあったことも注意しておき
たい。業務プロセスの切り抜きによってコスト
カットするという短絡的な手法よりも，問題はな
ぜ，コア・ケイパビリティが官僚主義的な硬直性
を持つようになるのか，なぜコア・リジディティ
に転換するのかというメカニズムを記述的に明ら
かにすることがアカデミズムとしては重要であっ
て，実務的には各社がそれへの処方をケース・バ
イ・ケースで作成すればよいのである。さらに重
要な論点は，どのようにしてケイパビリティがイ
ノベーティブになるのか，コア・コンピタンスが
硬直化せずに環境に対応し，進化するのか，とい
うことである。
6　ルーティンとイノベーション
　ネルソンとウィンターのルーティン論は，われ
われの疑問に 1つのヒントを投げかけている。彼
らの使う用語や組織のセンスには，上述のサイモ
ンらの議論が用いられており，ルーティン，レ
パートリー，スキルという概念はほぼ継承されて
いる。個人にとってのスキルと組織にとっての
ルーティンはほぼ同義であり，予測可能性の高い
スキルの集合がルーティンであり，さらに複数の
ルーティンの集合がレパートリーである（Nelson 
and Winter, 1982 ＝ 2007, 121頁）。組織の能力は組織
的記憶としてのルーティンの束に存在する。個人
のスキルを単に総合しただけでは組織のルーティ
ンにはならない。なぜなら組織全体の仕事を達成
するためには，各個人が専門的なスキルを持つと
同時にそれらを全体としてコーディネートするた
めに，お互いにまた環境からの「メッセージ」を
受容し，それを解釈するスキルがいるからである。
この理論にはネルソンとウィンターの組織観が明
瞭に示されている。彼らによれば「他の種類の行
動に付随する結果か，意図的な意思の伝達のいず
れであっても，それぞれの組織のメンバーによる
ルーティンの実行は，他者への一連のメッセージ
を生じさせる」のであって，「組織の生産作業に
とっての核心は，調整である。そして調整の核心
は，自らの仕事を知り，受け取ったメッセージを
正しく解釈し，それに対して反応する，個々のメ
ンバーなのである」（Nelson and Winter, 1982 ＝
2007, 128-129頁）。
　組織とは，目に見える組織図や職務記述書の階
層によってではなく，ルーティン化された業務行
動の階層によって調和している。ここで調和状態
を「メンバーがほとんどお互いの行動に驚かされ
ることがなく，そしてまた組織からのメンバーの
非自発的な離脱が起こらない」（Nelson and 
Winter, 1982 ＝ 2007, 134頁）ことと定義すれば，官
僚制的な（ソレンセンの定義）効率性だけでなく，
日常的に起こっているサボタージュやいい加減な
作業方法，規則破りなども組織を構成する「ルー
ティン化された業務」を意味する。それこそが組
織的記憶の基礎であり部品なのである。
　したがって組織は歴史的に作られたルーティン
に依存する「自己維持的」存在（Nelson and 
Winter, 1982 ＝ 2007, 139頁）である。しかしネルソ
ンとウィンターによれば，組織は永久運動機関で
はなくオープン・システムであるから，つねに環
境とのやりとりを行っている。環境が変化すると，
かつて適合的であったルーティンは不適合を起こ
す場合がある。その場合，企業は既存の確立した
ルーティンのレパートリーや貯蔵庫から新しい環
境に対応できるルーティンを検索し適応する。組
織は高次元のルーティンを変えるのではなく（コ
ストの節約），組織のサブ・ルーティンを変える
ことで新しい環境に適応しようとするかもしれな
い（自己組織化）。たとえば，組織の管理システム
は自分のルーティンを使って（人事制度の変更に
よる従業員の選択と調整）ルーティンを進化させ
ようとする。反対に，ルーティンの確立していな
い，レパートリーも小さな企業は相対的に小さな
環境変化への対応も困難になる。この「組織ス
ラック」という概念を想起させるネルソンらの議
論は，次のようにまとめられている。「より一般
的には，既存のルーティンは，新しいルーティン
のための鋳型としての役割を果たすことができる
のである」（Nelson and Winter, 1982 ＝ 2007, 149頁）。
　ルーティンの束を官僚制とみなすと，ネルソン
らの理論は，どのようにして官僚制が環境に対応
し，イノベートするかを示す 1つの進化論モデル
となる。彼らにとってイノベーションはつねに
ルーティンの変化に関係する。イノベーションを
シュンペーターの「新結合」とすると，イノベー
ションとは既存の部品（ルーティン）を新しく組
み合わせるということにすぎないことになる。
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「組織のルーティンにおけるイノベーションも同
様に，多くの部分で，既存のルーティンの新結合
から成っている。イノベーションは既存のサブ
ルーティンの間の情報と物質の流れを新しく確立
すること以上のものではないかもしれない。」
（Nelson and Winter, 1982 ＝ 2007, 163頁）ルーティン
の新結合による組織のイノベーションの可能性は，
既存のルーティンが信頼できるかどうか，つまり
それを完全に管理できるかどうかに依存する。そ
のうえで「イノベーションのフロンティアにおけ
る成功は，確立されたルーティンの “洗練された”
部分による支援の質に依存しているかもしれな
い」（Nelson and Winter, 1982 ＝ 2007, 165頁）のであ
る。さらにネルソンらは，イノベーションにおけ
る不確実性はその成果についての不確実性である
とし，その不確実性に解答を与えようとするのも
またヒューリスティックというルーティンである
という。最も典型的には企業戦略論は，高次の経
営に関するヒューリスティックである。企業は，
それが過去に採用したルーティンにしたがって将
来の行動も決めようとする。しかしそれは「プロ
グラム化された活動」を環境変化を無視して継続
する逆機能ではない。ネルソンらとサイモンらの
「プログラム化された行動」との相違点は，サイ
モンらが「自由裁量」としてほとんど論じなかっ
た，プログラム自体の変化，言い換えれば，ダブ
ル・ループ学習をルーティン論では進化として論
じていることである。「ルーティンは複雑な方法
で環境からの信号に合うように調整されるかもし
れない」（Nelson and Winter, 1982 ＝ 2007, 168頁）と
いう意味で，官僚制はイノベーティブな組織にな
る可能性がある。
Ⅴ　お わ り に
　米国型生産システムの危機（ないしは「第二の
産業分水嶺」）によって顕在化した大規模組織の非
効率性は（Piore and Sabel, 1984 ＝ 1993），1980年代
の企業文化論と 1990年代のリエンジニアリング
的な組織変革論によって，IBMや GEの成功事
例で喧伝された「脱官僚制」論として定着しつつ
ある。こういう「脱官僚制」論をヘクシャーは
「pretenders」（Heckscher and Donnellon, 1994, p. 
53）つまりふりをする者，偽物と呼んだが，この
論文の視点は文脈が違う。われわれは既に多くの
「未来の組織」論や「理想の組織」論を持ってい
る。1つの理想モデルを想定して，それに対する
距離から現存のモデルを測定，評価するという既
存の方法はすでに通用しないと筆者は考える。組
織は機械ではない，1つの目標のためにすべての
メンバー（ルーティン）が「全社一丸」となって
突き進むのは，一瞬のできごとにすぎない。むし
ろ組織の経路依存性は，それぞれのルーティンに
多様なベクトルを持たせる。その意味で，組織は
生命システムに近いほどの複雑性をもったシステ
ムである10。要するに，官僚制問題への対症療
法では限界があるのだ。むしろ組織という複雑な
システム自体を正確に記述するツールがどうして
も必要であり，それなしに組織を環境に適応させ
ようとすると限界合理性の限界要因の中にはまり
こむことになる。われわれの感覚は，身の回りで
起こっている事実だけを「真実」と思い込むし，
1つの部門における解決策（部分最適）が組織全
体にも通用する（全体最適）と容易に混同する限
界合理性を持っている。そして自分にとっての
「真実」を否定する者は疑わしい者と感じるほど，
われわれの合理性は単純にできているのである。
組織もまた同様である。
　本稿は，ルーティンという概念がサイモンの組
織論から発していることに留意しつつ，ルーティ
ンがケイパビリティからリジディティに転換する
論理をみると同時に，組織の官僚制化においてリ
ジディティよりもイノベーティブな可能性を残す
ためのロジックを考察してきた。その文脈では，
われわれのめざす地点はアドラーらのいう「組織
は，はたして，またいかにして強制的官僚制から
イネーブリングな官僚制へのシフトしうるのか」
（Adler and Borys, 1996, p. 85）という論点と近いの
かもしれない。いずれにせよ官僚制はしぶとく，
21世紀の IT化の中を生き残るように思う。われ
われの社会や企業の豊かさは，官僚制モデルをど
う豊かにし，イネーブリングし，使いこなすかに
依存する。この意味で，官僚制の研究は「逆機
能」で終わらない。まだ始まったばかりなのであ
る。
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注　　　　　　　　　　
1　資源ベース論の戦略研究者がネルソンとウィンターの
「ルーティン」論を援用することは前例がある。本稿の
観点とはまったく異なる援用ではあるが，Grant（1991, 
pp. 122-123）を参照されたい。また「ルーティン」と
イノベーション理論の関係については Tidd, Bessant and 
Pavitt（2001 ＝ 2004）の方法論を参照されたい。
2　Weber（1972）.
3　Chandler（1977, p. 11 ＝ 1985，上，18頁）.
4　Reich（2000 ＝ 2002, 232頁）.
5　Osterman（1999 ＝ 2003, 29頁）.
6　GM10のケースについては Womack（1990 ＝ 1990）, 
130頁以下を参照。
7　トヨタの「重量級プロジェクト・マネージャー」につ
いては，Liker（2004 ＝ 2004），下巻を参照のこと。
8　マーチとサイモンによれば「たいていの行動，とくに
組織のなかのたいていの行動は，実行プログラム
（performance programs）によって支配されている」
（March and Simon, 1958, p. 142 ＝ 1977, 216頁）。
9　ここで使われている「硬直性（rigidity）」という概念は，
本稿で述べているように，官僚制モデルとイノベーショ
ンを考える際のキーコンセプトである。また，最近のナ
レッジ・マネジメントの重要な概念となっている。
10　生命システムとしての企業をトヨタの組織にあては
めて説明している好例として，Johnson and Broms（2000
＝ 2002）がある。「結果による経営」と「手段による経
営」の対比は官僚制のコーディネーション論としてとく
に興味深い。
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